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国立大学法人群馬大学動物実験安全管理規程

平成19. 1. 1 制定

改正 平成19. 4. 1 平成20. 4. 1

平成20.10. 1 平成22. 4．1

平成22.11. 4 平成23. 4. 1

平成25. 4. 1 平成26. 4. 1

平成31. 4. 1 令和 2. 4. 1

（趣旨）

第１条 この規程は，群馬大学（以下「本学」という。）における動物実験等を科学的観

点，動物愛護の観点，環境保全の観点及び教職員，学生その他実験に携わる者の安全

確保の観点から，適正に行うために必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この規程において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところ

による。

（１）「学部等」とは，共同教育学部（教育学研究科を含む。），社会情報学部（社会情報

学研究科を含む。），医学系研究科（医学部医学科を含む。），保健学研究科（医学部

保健 学科を含む。），理工学府（理工学部を含む。），生体調節研究所，医学部附属病

院，

総合情報メディアセンター， 大学教育・学生支援機構， 研究・産学連携推進機構， 重粒子線医

学推進機構， 未来先端研究機構， 国際センター， 数理データ科学教育研究センター，食健康科

学教育研究センター及びダイバーシティ推進センターをいう。

（２）「動物実験等」とは，実験動物を教育，試験研究又は生物学的製剤の製造用その他

の科学上の利用に供することをいう。

（３）「施設等」とは，「飼養保管施設」及び「動物実験室」をいう。「飼養保管施設」と

は，実験動物を恒常的に繁殖，飼養若しくは保管する施設及び設備又は動物実験等

を行う施設及び設備をいう。「動物実験室」とは，実験動物に実験操作を行うあるい

は実験操作のため実験動物の一時的保管（繁殖させる飼育を含まない）を行う施設

及び設備をいう。

（４）「実験動物」とは，動物実験等のため，施設等で飼養し，又は保管する哺乳類，鳥

類又は爬虫類に属する動物（施設等に導入するために輸送中のものを含む。）をいう。

（５）「動物実験計画」とは，動物実験等の実施に関する計画をいう。

（６）「動物実験実施者」とは，動物実験等を実施する者をいう。

（７）「動物実験責任者」とは，動物実験実施者のうち，動物実験等の実施に関する業務

を統括する者をいう。

（８）「管理者」とは，第１号に規定する学部等の長をいう。

（９）「実験動物管理者」とは，管理者を補佐し，実験動物に関する知識及び経験を有す

る者（教員）をいう。

（10）「飼養者」とは，実験動物管理者又は動物実験実施者の下で実験動物の飼養又は保
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管に従事する者をいう。

（11）「指針等」とは，実験動物の飼養及び保管並びに苦痛の軽減に関する基準（平成18

年環境省告示第88号。以下「飼養保管基準」という。）及び文部科学省が策定した研

究機関等における動物実験等の実施に関する基本指針（平成18年文部科学省令第71

号。以下「基本指針」という。）を踏まえ，日本学術会議が作成した動物実験の適正

な実施に向けたガイドライン（平成18年６月。以下「ガイドライン」という。）をい

う。

（基本原則）

第３条 動物実験等の実施については，動物の愛護及び管理に関する法律（昭和48年法

律第105号。以下「法」という。）及び指針等のほか，この規程の定めるところによる

ものとする。

２ 動物実験等の実施に当たっては，代替法の利用（科学上の利用の目的を達すること

ができる範囲において，できる限り動物を供する方法に代わり得るものを利用すること

をいう。），使用数の削減（科学上の利用の目的を達することができる範囲において，

できる限りその利用に供される動物の数を少なくすること等により実験動物を適切に利

用することに配慮することをいう。）及び苦痛の軽減（科学上の利用に必要な限度にお

いて，できる限り動物に苦痛を与えない方法によってしなければならないことをい

う。）の３Ｒ（Ｒｅｐｌａｃｅｍｅｎｔ，Ｒｅｄｕｃｔｉｏｎ，Ｒｅｆｉｎｅｍｅｎ

ｔ）の原則に基づき，行わなければならない。

３ 動物実験責任者は，動物実験等の実施を本学以外の機関に委託等する場合，委託等

先においても，指針等に基づき，動物実験等が実施されることを確認しなければなら

ない。

（組織）

第４条 学長は，動物実験計画の承認，実施状況及び結果の把握，飼養保管施設及び実

験室の承認，教育訓練，自己点検，評価，情報公開その他動物実験等の適正な実施に

関して報告又は助言を行う組織として，次条に規定する動物実験委員会（以下「委員

会」という。）を置く。

（動物実験委員会）

第５条 委員会は，次の各号に掲げる事項について調査審議し，学長に報告するととも

に必要な助言を行う。

（１）動物実験計画に関すること。

（２）動物実験等の実施状況及び結果に関すること。

（３）施設等の管理状況及び実験動物の飼養保管状況に関すること。

（４）動物実験等，実験動物の適正な取扱い，法及び指針等に係る教育訓練の実施等に

関すること。

（５）自己点検及び評価に関すること。

（６）その他動物実験等の適正な実施のための必要事項に関すること。

２ 委員会は，必要に応じて実験動物管理者及び動物実験実施者に対し動物実験等の安

全確保に関して報告を求め，又は指導助言することができる。

（委員の構成）



- 3 -

第６条 委員会は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。

（１）医学系研究科附属生物資源センター長

（２）医学系研究科，保健学研究科，理工学府及び生体調節研究所から推薦された動物

実験に関して優れた識見を有する教員 各１人

（３）医学系研究科及び生体調節研究所から推薦された実験動物に関して優れた識見を

有する教員 各１人

（４）共同教育学部及び社会情報学部から推薦された教員 各１人

（５）遺伝子組換え実験安全委員会から推薦された安全主任者 １人

（６）前各号に掲げるもののほか，学長が必要と認めた者（学外者を含む。） 若干人

（委員の任期）

第７条 前条第２号，第３号，第４号及び第６号の委員の任期は２年とし，再任を妨げ

ない。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。

（委員長）

第８条 委員会に委員長を置き，第６条第１号の委員をもって充てる。

２ 委員長に事故あるときは，あらかじめ委員長が指名した委員がその職務を代行する。

３ 委員長は，委員会を招集し，その議長となる。

（会議）

第９条 委員会は，委員の３分の２以上の出席がなければ開くことができない。

２ 議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは議長の決するところに

よる。

３ 委員長が必要と認めたときは，委員以外の者を委員会に出席させ，意見を聴取する

ことができる。

（事務）

第10条 委員会に関する事務は，研究推進部研究推進課において処理する。

（管理者の任務）

第11条 管理者は，当該学部等における次の各号に掲げる事項を行うものとする。

（１）実験動物の適正な管理並びに施設等の維持及び管理に関すること。

（２）動物実験等の適正な実施及び安全確保に関すること。

（３）動物実験等に携わる者の健康管理に関すること。

（４）事故発生時の際必要な措置を執ること。

（５）実験動物管理者の任命に関すること。

（実験動物管理者の任務）

第12条 実験動物管理者は，管理者を補佐し，次の各号に掲げる事項を行うものとする。

（１）実験動物の適正な飼養保管に関すること。

（２）施設等の維持及び管理に関すること。

（３）事故発生時の際必要な措置を執ること。

（動物実験責任者）

第13条 動物実験等を実施する場合は，動物実験計画ごとに動物実験責任者を定めなけ

ればならない。

２ 動物実験責任者は，法及び指針等を熟知するとともに，生物災害の発生を防止する
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ための知識及び技術並びに関連の知識及び技術に習熟した本学の教員とする。

３ 動物実験責任者は，当該動物実験等の安全遂行について責任を負うものとする。

４ 動物実験責任者は，次の各号に掲げる任務を果たすものとする。

（１）動物実験計画の立案及び申請に関すること。

（２）適切な動物実験等の管理及び監督に関すること。

（３）実験動物の適切な飼養保管に関すること。

（４）施設等の申請，管理及び保全等に関すること。

（５）動物実験実施者及び飼養者に対する教育訓練（実験に必要な情報及び技術の提供

等）の実施に関すること。

（６）その他必要な事項の実施に関すること。

（動物実験実施者）

第14条 動物実験実施者は，動物実験等の実施に当たっては，法及び指針等に基づく安

全確保について十分に認識し，必要な措置を講ずるとともに，あらかじめ，使用する

実験動物に係る標準的な実験方法，実験に特有な機器の操作方法及び関連する実験方

法の習熟に努めなければならない。

２ 動物実験実施者は，動物実験等の実施に当たっては，動物実験責任者の指示に従わ

なければならない。

３ 動物実験実施者は，動物実験計画書に記載された事項，法，指針等及び次の各号に

掲げる事項を遵守しなければならない。

（１）動物実験等の目的に応じて麻酔薬，鎮痛薬又は鎮静薬を適切に使用することによ

り，できる限り実験動物に苦痛を与えないよう努めること。

（２）実験動物が耐えがたい痛みを伴う動物実験等の場合は，適切な時期に速やかな致

死量の麻酔薬の投与等（以下「安楽死措置」という。）を行うなど実験動物を激しい

苦痛から解放するための実験を打ち切るタイミング（以下「人道的エンドポイン

ト」という。）を考慮すること。

（３）特に侵襲の激しい動物実験等の実施においては，獣医学的な方法により適切な術

後管理を行うこと。

（４）動物実験等を終了し，又は中断した実験動物を処分するときは，安楽死措置によ

りできる限り苦痛を与えないように配慮すること。

（飼養者）

第15条 飼養者は，実験動物の飼育保管に当たっては動物実験責任者の指示に従い，法

及び指針等に基づく安全確保について十分に認識し，必要な措置を講ずるとともに，

あらかじめ，使用する実験動物に係る標準的な飼育方法及び飼育に特有な機器の操作

方法の習熟に努めなければならない。

（動物実験計画の申請及び結果報告）

第16条 動物実験責任者は，動物実験等により取得されるデータの信頼性を確保する観

点から，次の各号に掲げる事項を踏まえて動物実験計画を立案し，動物実験計画承認

申請書（別紙様式第１）により，所属（教員にあっては主担当を命ぜられた学部等。

以下同じ。）の管理者の承認を得た後，学長に申請し，承認を得なければならない。

（１）研究の目的，意義及び必要性を明確にすること。
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（２）代替法を考慮して，実験動物を適切に利用すること。

（３）動物実験等の目的に適した実験動物種，動物実験成績の精度と再現性を左右する

実験動物の数，遺伝学的及び微生物学的品質並びに飼養条件を考慮し，実験動物の

使用数を削減すること。

（４）苦痛の軽減により動物実験等を適切に行うこと。

（５）苦痛度の高い動物実験等，例えば，致死的な毒性試験，感染実験，放射線照射実

験等を行う場合は，人道的エンドポイントの設定を検討すること。

（６）動物実験等の実施期間は，５か年度を限度とすること。

２ 動物実験等は，動物実験計画について学長の承認を得た後でなければ行うことはで

きない。

３ 動物実験責任者は，承認された動物実験計画を変更しようとするときは，改めて動

物実験計画について学長の承認を得なければならない。ただし，変更の内容が次の各

号に掲げる場合は，所定の様式により所属の管理者の承認を得た後，学長に報告する

ものとする。

（１）動物実験責任者の変更 動物実験責任者変更届（別紙様式第５）

（２）動物実験実施者及び飼養者の変更 動物実験実施者及び飼養者変更届（別紙様式

第６）

（３）施設等の変更 動物実験施設等変更届（別紙様式第７）

４ 動物実験責任者は，承認された動物実験等を年度の途中で終了又は中止した場合は，

動物実験結果報告書（別紙様式第４）により，使用動物数，当初の動物実験計画から

の変更の有無及び成果等を，動物実験等を実施しなかった場合は，その事由を所属の

管理者の承認を得た後，学長に速やかに報告しなければならない。

５ 動物実験責任者は，動物実験計画を実施した後，毎年度経過後，動物実験結果報告

書（別紙様式第４）により，使用動物数，当初の動物実験計画からの変更の有無及び

成果等について，所属の管理者の承認を得た後，学長に翌年度５月31日までに報告し

なければならない。

（動物実験等の実施）

第17条 動物実験実施者は，動物実験等の実施に当たって，法及び指針等を遵守すると

ともに，次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。

（１）適切に維持管理された施設等において行うこと。

（２）承認された動物実験計画書のとおり行うこと。

（３）物理的又は化学的に危険な材料，病原体及び遺伝子組換え動物等を用いる実験に

ついては，関係法令及び本学における関連する規程等に従って安全のための適切な

施設や設備を使用して行うこと。

（４）動物実験等の実施に先立ち必要な実験手技等の習得に努めること。

（５）侵襲性の高い大規模な存命手術に当たっては，経験等を有する者の指導下で行う

こと。

２ 実験動物以外の動物を使用する動物実験等については，法及び指針等の趣旨に沿っ

て行うよう努めること。

（施設等の申請）
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第18条 動物実験責任者又は当該施設の管理担当者（講座等主任等）は，飼養保管施設

については実験動物飼養保管施設設置申請書（別紙様式第２），動物実験室については

動物実験室設置承認申請書（別紙様式第３）により，所属の管理者の承認を得た後，

学長に申請し，認定を得なければならない。

２ 動物実験責任者は，施設等について学長の認定を得た後でなければ，実験動物の飼

養若しくは保管又は動物実験等（一時的保管を含む）を行うことはできない。

３ 飼養保管施設は，次の各号に掲げる要件を満たさなければならない。

（１）適切な温度，湿度，換気及び明るさ等を保つことができる構造等であること。

（２）動物種及び飼養保管数等に応じた飼育設備を有していること。

（３）床及び内壁などの清掃及び消毒等が容易な構造で，器材の洗浄及び消毒等を行う

衛生設備を有していること。

（４）実験動物が逸走しない構造及び強度を有していること。

（５）臭気，騒音及び廃棄物等による周辺環境への悪影響を防止する措置が執られてい

ること。

（６）実験動物管理者が置かれていること。

４ 動物実験室は，次の各号に掲げる要件を満たさなければならない。

（１）実験動物が逸走しない構造及び強度を有し，実験動物が室内で逸走しても捕獲し

やすい環境が維持されていること。

（２）排泄物及び血液等による汚染に対して清掃及び消毒等が容易な構造であること。

（３）常に清潔な状態を保ち，臭気，騒音及び廃棄物等による周辺環境への悪影響を防

止する措置が執られていること。

５ 動物実験責任者又は当該施設の管理担当者（講座等主任等）は，施設等を廃止する

場合は，所属の管理者の承認を得た後，学長に動物実験施設等廃止届（別紙様式第

８）を提出するものとする。

６ 動物実験責任者又は当該施設の管理担当者（講座等主任等）は，施設等を廃止する

場合は，必要に応じて飼養保管中の実験動物を他の飼養保管施設に譲り渡すよう努め

なければならない。

７ 実験動物管理者を変更しようとするときは，実験動物管理者変更届（別紙様式第

９）により所属の管理者の承認を得た後，学長に報告するものとする。

（実験動物の飼養及び保管）

第19条 管理者及び実験動物管理者は，飼養保管のマニュアルを定め，動物実験実施者

及び飼養者に周知しなければならない。

２ 実験動物管理者，動物実験実施者及び飼養者は，次の各号に掲げる措置を行わなけ

ればならない。

（１）飼養保管基準を遵守し，実験動物の健康及び安全の保持に努めること。

（２）実験動物の導入に当たり，適切な検疫，隔離飼育等を行い，実験動物の飼養環境

への順化及び順応を図るための必要な措置を講じること。

（３）実験動物の生理，生態，習性等に応じて，適切に給餌及び給水を行うこと。

（４）実験目的以外の傷害及び疾病を予防するため，必要な実験動物の健康管理を行う

こと。
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（５）実験目的以外の傷害及び疾病にかかった場合，実験動物に適切な治療等を行うこ

と。

（６）異種又は複数の実験動物を同一施設内で飼養保管する場合，その組み合わせを考

慮した収容を行うこと。

（実験動物の譲渡）

第20条 実験動物管理者，動物実験実施者及び飼養者は，実験動物の譲渡に当たっては，

その特性，飼養保管の方法及び感染性疾病等に関する情報を提供するものとする。

２ 輸送に当たっては，飼養保管基準を遵守し，実験動物の健康及び安全の確保並びに

人への危害防止に努めなければならない。

（健康診断等）

第21条 動物実験実施者及び飼養者は，国立大学法人群馬大学教職員安全衛生管理規則

（以下「本学安衛則」という。）に定める健康診断を受診しなければならない。

２ 動物実験実施者及び飼養者は，絶えず自己の健康について注意し，健康に変調を来

たした場合又は重篤な病気若しくは長期療養を必要とする病気に羅患した場合は，動

物実験責任者を通じて，所属の管理者に報告しなければならない。

３ 管理者は，前項の報告を受けたときは，本学安衛則に定める総括安全衛生管理者に

その旨を報告するものとする。

（教育訓練）

第22条 動物実験委員会は，実験動物管理者，動物実験実施者及び飼養者に対し次の各

号に掲げる事項に関する教育訓練を年１回以上実施するものとする。

（１）法及び指針等並びに関係法令等に関すること。

（２）動物実験等の方法の基本的事項に関すること。

（３）実験動物の飼養保管の基本的事項に関すること。

（４）安全確保に関すること。

（５）その他適切な動物実験等の実施に関すること。

２ 前項の教育訓練は，医学系研究科附属生物資源センターが行う前項の教育訓練と同

等の教育訓練をもって替えることができる。

３ 第１項又は前項の教育訓練を２年に１回以上受講しない動物実験実施者及び飼養者

は，動物実験等の実施及び実験動物の飼養保管に従事することはできない。ただし，

学外共同研究者については，申請時から２年以内に第１項の教育訓練と同等の教育訓

練を受講した証明書を提出した場合はこの限りでない。

（危害防止）

第23条 管理者及び実験動物管理者は，次の各号に掲げる措置を行わなければならない。

（１）逸走した実験動物の捕獲の方法等をあらかじめ定め，関係者に周知すること。

（２）人に危害を加える等のおそれのある実験動物が施設等外に逸走した場合には，速

やかに関係機関へ連絡すること。

（３）毒へび等有毒動物を飼養保管する場合は，人への危害の発生の防止のため，飼養

保管基準に基づき必要な事項を別途定めること。

２ 管理者は，実験動物管理者，動物実験実施者及び飼養者に対する実験動物由来の感

染症及び実験動物による咬傷等の予防及び発生時の必要な措置を講じなければならな
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い。

３ 管理者，実験動物管理者，動物実験実施者及び飼養者は，実験動物の飼養保管及び

動物実験等の実施に関係のない者が実験動物等に接触しないよう，必要な措置を講じ

なければならない。

（危険時及び事故等の措置等）

第24条 管理者及び実験動物管理者は，地震，火災等の緊急時に取るべき措置の計画を

あらかじめ作成し，関係者に周知しなければならない。

２ 管理者，実験動物管理者，動物実験実施者及び飼養者は，緊急事態発生時において，

実験動物の保護及び実験動物の逸走による危害防止に努めなければならない。

３ 動物実験実施者及び飼養者は，施設等において破損その他の事故が発生し場合は，

直ちに応急の措置を講ずるとともに，所属の管理者に報告しなければならない。

４ 管理者は，前項の破損その他の事故が発生したときは，その状況について調査する

とともに，適切な措置を講じるものとし，その状況及び講じた措置等を速やかに学長

に報告しなければならない。

（自己点検及び評価並びに検証）

第25条 学長は，動物実験委員会に，指針等への適合性に関する自己点検及び評価を行

わせるものとする。

２ 動物実験委員会は，動物実験等の実施状況等に関する自己点検及び評価を行い，そ

の結果を学長に報告しなければならない。

３ 動物実験委員会は，実験動物管理者，動物実験責任者及び飼養者に，自己点検及び

評価のための資料の提出を求めることができる。

４ 学長は，自己点検及び評価の結果について，学外の者による検証を受けるよう努め

るものとする。

（情報公開）

第26条 本学における，動物実験等に関する情報（動物実験等に関する規程，実験動物

の飼養保管状況，自己点検及び評価，検証の結果等の公開方法等）を毎年1回程度公表

するものとする。

２ 公表は群馬大学のホームページ上で行い，公表する事項は動物実験委員会で決定す

るものとする。

（記録の保存）

第27条 学長は，次の各号に掲げる記録を５年間保存しなければならない。

（１）動物実験計画承認申請書（別紙様式第１）

（２）実験動物飼養保管施設設置申請書（別紙様式第２）

（３）動物実験室設置申請書（別紙様式第３）

（４）動物実験結果報告書（別紙様式第４）

（５）動物実験責任者変更届（別紙様式第５）

（６）動物実験実施者及び飼養者変更届（別紙様式第６）

（７）動物実験施設等変更届（別紙様式第７）

（８）動物実験施設等廃止届（別紙様式第８）

（９）実験動物管理者変更届（別紙様式第９）
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（10）委員会に関する関係書類

２ 動物実験責任者は，次の各号に掲げる記録を５年間保存しなければならない。

（１）前項第１号の写及び承認書

（２）前項第４号から第８号までの写

（３）実験動物の入手先，飼育履歴及び病歴等に関する記録

（４）第20条の実験動物の譲渡に関する情報の記録

３ 動物実験責任者又は当該施設の管理担当者（講座等主任等）は，第１項第２号及び

第３号の写及び認定書を５年間保存しなければならない。ただし，５年経過後におい

ても当該施設等を他の動物実験責任者が引き続き使用している場合は，当該使用期間

保存しなければならない。この場合において，第１項第２号及び第３号の写及び認定

書は，他の動物実験責任者又は当該施設の管理担当者（講座等主任等）が保管するも

のとする。

（規程の改廃）

第28条 この規程の改廃は，動物実験委員会の議を経て，学長が行う。

（適用除外）

第29条 畜産に関する飼養管理の教育若しくは試験研究又は畜産に関する育種改良を目

的とした実験動物（一般に，産業用家畜と見なされる動物種に限る。）の飼養又は保管

及び生態の観察を行うことを目的とした実験動物の飼養保管については，本規程を適

用しない。ただし，採血及び安楽死等の実験的処置が含まれる場合は，この限りでな

い。

（雑則）

第30条 この規程に定めるもののほか，動物実験等に関し必要な事項は，動物実験委員

会の議を経て，学長が別に定める。

附 則

１ この規程は，平成19年１月１日から施行する。

２ 群馬大学動物実験委員会規程（平成16年４月１日制定）は，廃止する。

３ この規程施行後，最初に委嘱される第５条第２号，第３号，第４号及び第６号の委員

の任期は，第６条の規定にかかわらず，平成20年３月31日までとする。

４ この規程施行前に，群馬大学昭和地区動物実験安全管理規程第５条及び群馬大学桐生地

区動物実験安全管理規程第５条の規定に基づき承認された平成18年度に係る実験計画のう

ち，施行日以降平成19年３月31日までの間，動物実験等を行うものについては，第15条

の規定に基づく承認があったものとみなす。

５ この規程施行の際現に行われている動物実験等に係る施設等については，第17条の規

定は，平成19年３月31日まで適用しない。

附 則

この規程は，平成23年４月１日から施行する。

附 則

この規程は，平成25年４月１日から施行する。

附 則
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この規程は，平成26年４月１日から施行する。

附 則

この規程は，平成31年４月１日から施行する。

附 則

この規程は，令和２年４月１日から施行する。



疾 患 の 名 称 疾病分類 BSL

ガナリトウイルス

サビアウイルス

フニンウイルス

マチュポウイルス

アレナウイルス属 ラッサウイルス ラッサ熱 1 4

アイボリーコーストエボラウイルス

ザイールウイルス

スーダンエボラウイルス

レストンエボラウイルス

オルソポックスウイルス属 バリオラウイルス（別名痘そうウイルス） 痘そう 1 4

ナイロウイルス属
クリミア・コンゴヘモラジックフィーバーウイルス（別名クリミア・コンゴ
出血熱ウイルス）

クリミア・コンゴ出血熱 1 4

マールブルグウイルス属 レイクビクトリアマールブルグウイルス マールブルグ病 1 4

Ｂ エルシニア属 ペスティス（別名ペスト菌） ペスト 1 3

Ｃ クロストリジウム属 ボツリヌム（別名ボツリヌス菌） ボツリヌス症 4 2

Ｂ コロナウイルス属 ＳＡＲＳコロナウイルス
重症急性呼吸器症候群（病原体
がSARSコロナウイルス）

2 3

Ｂ バシラス属 アントラシス(別名炭疽菌） 炭疽 4 3

Ｂ フランシセラ属 ツラレンシス（別名野兎病菌）（亜種ツラレンシス及びホルアークティカ） 野兎病 4 3

Ｃ ボツリヌス毒素 ボツリヌス症 4 2

Ｄ アルファウイルス属
イースタンエクインエンセファリティスウイルス（別名東部ウマ脳炎ウイル
ス）

東部ウマ脳炎 4 3

Ｄ アルファウイルス属
ウエスタンエクインエンセファリティスウイルス（別名西部ウマ脳炎ウイル
ス）

西部ウマ脳炎 4 3

Ｄ アルファウイルス属
ベネズエラエクインエンセファリティスウイルス（別名ベネズエラウマ脳炎
ウイルス）

ベネズエラウマ脳炎 4 3

Ｅ オルソポックスウイルス属 モンキーポックスウイルス（別名サル痘ウイルス） サル痘 4 2

Ｄ コクシエラ属 バーネッティイ Ｑ熱 4 3

Ｄ コクシディオイデス属 イミチス コクシジオイデス症 4 3

Ｄ シンプレックスウイルス属 Bウイルス Ｂウイルス病 4 3

Ｄ バークホルデリア属 シュードマレイ（別名類鼻疽菌） 類鼻疽 4 3

Ｄ バークホルデリア属 マレイ（別名鼻疽菌） 鼻疽 4 3

アンデスウイルス

シンノンブレウイルス

ニューヨークウイルス

バヨウウイルス

ブラッククリークカナルウイルス

ラグナネグラウイルス

ソウルウイルス

ドブラバーベルグレドウイルス

ハンタンウイルス

プーマラウイルス

Ｄ フレボウイルス属 リフトバレーフィーバーウイルス（別名リフトバレー熱ウイルス） リフトバレー熱 4 3

Ｄ フラビウイルス属 オムスクヘモラジックフィーバーウイルス（別名オムスク出血熱ウイルス） オムスク出血熱 4 3

Ｄ フラビウイルス属
キャサヌルフォレストディジーズウイルス（別名キャサヌル森林病ウイル
ス）

キャサヌル森林病 4 3

4腎症候性出血熱

4 3

1 4

二種病原体等

ハンタウイルス属 ハンタウイルス肺症候群

3

三種病原体等

Ａ

アレナウイルス属

Ｄ

Ｄ ハンタウイルス属

エボラウイルス属

病原体等の名称と疾患名称の対照表

区 分 病 原 体 等 の 名 称＊

参 考

一種病原体等

南米出血熱 1 4

エボラ出血熱

9／12



疾 患 の 名 称 疾病分類 BSL

区 分 病 原 体 等 の 名 称＊

参 考

Ｄ フラビウイルス属 ティックボーンエンセファリティスウイルス（別名ダニ媒介脳炎ウイルス） ダニ媒介脳炎 4 3

アボルタス（別名ウシ流産菌）

カニス（別名イヌ流産菌）

スイス（別名ブタ流産菌）

メリテンシス（別名マルタ熱菌）

Ｄ ヘニパウイルス属 ニパウイルス ニパウイルス感染症 4 3

Ｄ ヘニパウイルス属 ヘンドラウイルス ヘンドラウイルス感染症 4 3

Ｄ マイコバクテリウム属
ツベルクローシス（別名結核菌）（イソニコチン酸ヒドラジド及びリファン
ピシンに対し耐性を有するもの（多剤耐性結核菌）に限る）

結核 2 3

Ｄ リケッチア属 ジャポニカ（別名日本紅斑熱リケッチア） 日本紅斑熱 4 3

Ｄ リケッチア属 ロワゼキイ（別名発しんチフスリケッチア） 発しんチフス 4 3

Ｄ リケッチア属 リケッチイ（別名ロッキー山紅斑熱リケッチア） ロッキー山紅斑熱 4 3

Ｄ レイビーズウイルス（別名狂犬病ウイルス） 4 3

Ｅ レイビーズウイルス（別名狂犬病ウイルス）のうち固定毒株（弱毒株） 4 2

Ｇ
インフルエンザウイルスA
属

インフルエンザＡウイルス（血清亜型がH2N2のもの） インフルエンザ 5 2

Ｆ インフルエンザＡウイルス（血清亜型がH5N1又はH7N7のもの） 4 3

Ｇ インフルエンザＡウイルス（血清亜型がH5N1又はH7N7のもの）のうち弱毒株 4 2

Ｇ エシェリヒア属 コリー（別名大腸菌）（腸管出血性大腸菌に限る） 腸管出血性大腸菌感染症 3 2

Ｇ エンテロウイルス属 ポリオウイルス 急性灰白髄炎 2 2

Ｇ クラミドフィラ属 シッタシ（別名オウム病クラミジア） オウム病 4 2

Ｇ クリプトスポリジウム属 パルバム（遺伝子型がⅠ型、Ⅱ型のもの） クリプトスポリジウム症 5 2

Ｆ サルモネラ属 エンテリカ（血清亜型がタイフィのもの） 腸チフス 3 3

Ｆ サルモネラ属 エンテリカ（血清亜型がパラタイフィＡのもの） パラチフス 3 3

ソンネイ

デイゼンテリエ

フレキシネリー

ボイデイ

Ｇ ビブリオ属 コレラ（別名コレラ菌）（血清型がO1、O139のもの） コレラ 3 2

Ｆ フラビウイルス属 イエローフィーバーウイルス（別名黄熱ウイルス） 黄熱 4 3

Ｆ フラビウイルス属 ウエストナイルウイルス ウエストナイル熱 4 3

Ｇ フラビウイルス属 デングウイルス デング熱 4 2

Ｇ フラビウイルス属 ジャパニーズエンセファリティスウイルス（別名日本脳炎ウイルス） 日本脳炎 4 2

Ｆ マイコバクテリウム属 ツベルクローシス（別名結核菌）（多剤耐性結核菌を除く） 結核 2 3

Ｇ 志賀毒素
細菌性赤痢、腸管出血性大腸菌
感染症等

3 2

※別名等については「微生物学用語集 英和・和英」（南山堂）（日本細菌学会選定、日本細菌学会用語委員会編）を参考とした。

シゲラ属(別名赤痢菌） 細菌性赤痢 3 2

リッサウイルス属 狂犬病

インフルエンザウイルスA
属

鳥インフルエンザ

Ｄ ブルセラ属 ブルセラ症 4 3

四種病原体等

三種病原体等

Ｇ

10／12



安全キャビネットの規格
クラスⅠ
用途 低度及び中程度の危険性を持つ微生物・病原体等の取扱いで，作業空間に清浄空気を必要と

しない場合に使用する。
前面開口部と排気口を有し，前面開口部からの流入気流が汚染エアロゾルの流出を防ぎ，
排気はHEPAフィルターで処理後キャビネット外に放出する。平均流入風速（排気量/前面開
口部面積）が0.40ｍ/秒以上あること

クラスⅡ
ア 低度及び中程度の危険性を持つ微生物・病原体等の取扱いで，作業空間に清浄空気を必
要ととする無菌作業に使用する。
イ 通常の生物学をもくてきとした作業用（タイプＡ）と，少量の有害危険化学物質・放射
性物質・ガス状物質など，HEPAフィルターに効率よく捕集されない物質を取り扱うためのも
の（タイプＢ）がある。
ア 前面開口部と排気口を有し，前面開口部からの流入気流が汚染エアロゾルの流出を防
ぎ，作業空間にHEPAフィルター濾過された層流の清浄空気を供給すること。排気はHEPAフィ
ルターで処理後キャビネット外に放出する。
イ タイプＡは陽圧汚染プレナムが外壁に接する型は推奨しない。タイプＢは必ずダクトを
接続し，屋外に排気すること。
ア　密閉度
空気によりキャビネット内を50mm水柱に加圧したとき，30分後の内圧低下が10％以内である
か，又は石鹸水若しくは発泡漏れ検出剤をキャビネットのすべての溶部及び貫通部等に塗布
又は噴霧しても漏れによる発泡を認めないこと（陽圧プレナムが外壁に接する型では，ハロ

ゲンガスの漏れ量が5×10-7cc/秒以下であること。）。
イ　作業者の安全性試験

5～10×108cfu(colony forming unit)の枯草菌芽胞を噴霧し，検査した時に，４台のインピ
ンジャーに捕集されるコロニー数は合計10個以下であること。試験開始後5～15分に捕集す
るスリットサンプラーのコロニー数は，試験ごとに5個以下であること。連続3回の試験すべ
てに合格すること。
ウ　試料保護試験

5～10×106cfuの枯草菌芽胞を噴霧し，検査した時に，寒天平板（10cm径シャーレーを可能な
限り敷きつめること。以下同じ。）に捕集されるコロニー数は，試験ごとに合計5個以下で
あること。連続3回の試験すべてに合格すること。
エ　試料間の相互汚染防止試験

5～10×104cfuの枯草菌芽胞を噴霧し，検査した時に，平板の中心が側面から355mm以上離れ
た位置の寒天平板に捕集されるコロニー数は合計2個以下であること。左・右から3回ずつの
試験すべてに連続合格すること。
オ　吹出し速度
15cm以内の格子で測定した各測定点の吹出し風速は，平均値の±20％以内であること。吹出
し風速に勾配ができるように設計されたキャビネットでは，製作者の指定する各領域内で計
算すること。
カ　流入風速
前面開口部からの平均流入風速は0.40m/秒以上（タイプＢでは0.50m/秒以上）あること。
キ　送風機
送風機は，フィルターの圧力損失が20％上昇した時に，回転制御せずに処理風速量の減少が
25％以内であること。

ク　気流方向
発煙管等で流れる状態を目視により判定する。前面パネル下端より100±10mm上の高さ，
作業空間の下向き層流の前後吸込み口への気流振分け位置，前面パネル下端より150±20mm
上の高さ，前面パネルの20～30mm内側の位置で，作業空間左右側面間を走査した時に，煙は
滑らかに下に流れること。煙の流れない部位や上向きに流れる部位がないこと，また，煙が
キャビネットから漏出しないこと。
前面開口部外側30～40mmの位置で，前面開口部前周を走査した時に，一旦キャビネット内に
入った煙はキャビネットから漏出しないこと。また，作業空間に漏入しないこと。
ケ　温度上昇
室温とキャビネット内部の温度差は4時間連続運転後8℃以内のこと。
コ　騒音レベル
　　騒音レベルは67dBA以下であること。
サ　照度
　　平均照度は800～1200luxであること。
シ　振動
　　直交3方向の作業台振動変位は5μmRMS以下であること。
ス　液体受皿
　　液体受皿は容易に清掃が行える構造で，4l以上の容量を持つこと。

規格

構造・規格

用途

構造

規格



清掃と滅菌に
対する考慮

液体とその飛沫等により汚染する可能性のある表面は，工具を用いずに清掃できること。作
業台及び作業空間の隅部を曲面処理すること。本体を移動せずにホルムアルデヒドガス滅菌
ができる構造であること。前面開口部・排気口等は，金属板・プラスチックシート・粘着
テープ等で密閉できる構造であること。容易に清掃できるため，床と安全キャビネットの最
下面との間隔は80mm以上の空間を設けるか，若しくは床又は台に密着シールを施すこと。

HEPAフィルターの目詰まり等使用開始後も性能に直接影響する変化をおこすことがある。
安全に使用するには，設置直後及び年1回以上定期的に現場検査を行うことが望ましい。

クラスⅢ
用途 高度の危険性を持つ微生物・病原体等の取扱いに使用する。
構造・規格 密閉型のキャビネットで，吸気口からの流入気流と排気口からの排気はそれぞれHEPAフィル

ターで処理すること。排気はHEPAフィルターで2段濾過するか，又は焼却滅菌装置を通過さ
せてから下界に排出すること。作業空間は作業室に対して負圧（15mm水柱以上）にする。作
業用の手袋，試料・器具の出し入れ用の高圧滅菌器又は消毒液槽を装備すること。

安全キャビネットに関するHEPAフィルター
性能等 HEPAフィルターの1次側に試験エアロゾルを負荷して検査した時に，想定した各微小区画の

透過率（2次側エアロゾル濃度の1次側濃度に対する比）が0.01％を超えないこと。相対濃度
計，又は28.3l/分を吸引する粒子計数器を用い，等速吸引に近い条件で走査試験した時に，
0.3μm付近のエアロゾル透過率が0.01％を超えないことを，搭載された状態で確認する。ア
ルミ製セパレーターを使用すること。HEPAフィルターの圧力損失を表示する差圧計を設置す
ることが望ましい。

検査
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感染実験

遺伝子組換え実験

炭酸ガス

短時間の保定・拘束及び注射など，軽微な苦痛の範囲であり，特に処置を講ずる必要はない。

科学上の目的を損なわない苦痛軽減方法は存在せず，処置できない。

無麻酔下の脊椎動物に，耐え得る限界に近い，又はそれ以上の痛みを与えると思われる実験。

その他(

動物が耐えがたい痛みを伴う場合，適切な時期に安楽死措置をとるなどの人道的エンドポイント を考慮する。
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麻酔薬等の使用 (具体的薬剤名及びその経路を記入する。)
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注 意 事 項

注3

注6

動物実験等の経験年数を記入すること。また、動物実験等に係る直近の教育訓練受講年月及び実施学部等を記入
すること。（申請時に２年以内の受講歴がなければ申請及び従事できない。）

実験実施（実施者）と動物の飼養（飼養者）の両方を兼務する者は，兼務者と記入すること。

注10

遺伝子組換え実験計画の承認番号を記入すること。また，申請中の場合は，「申請中」と記入すること。注13

該当項目にチェックを入れ，変更，継続の場合は前回承認を受けた承認番号を記入すること。注1

遺伝子組換え動物は，備考欄に「遺伝子組換え動物」と記入すること。

該当する項目すべてをチェック（■）すること。

注7

注11

注2 使用動物種の使用数の変更，実施期間の変更，その他の変更の申請の場合は，別紙の実験計画の変更内訳を添
付すること。

注8 通常動物と遺伝子組換え動物は分けて記入すること。

注9 実施期間が複数年度の場合は，実施期間中に使用する動物数の合計を記入すること。また，使用動物の年度別計
画欄を記入すること。

学内研究者は学部等名を記入し，学外研究者は所属する大学や研究所とその学部等名を記載する。

注4

注5

実験実施期間は５か年度を限度とする。
実施期間が複数年度の場合は，使用動物の年度別計画を記入すること。また，実施期間の変更の場合は，別紙の実
験計画の内訳を記入し，添付すること。

動物実験責任者は、本学の教員に限る。

実験の詳細を別紙「感染実験の詳細」，「遺伝子組換え実験（動物接種実験）の詳細」及び「化学発癌・重金属実験
等の詳細」の該当欄に記入し，添付すること。

注12



殿

年 月

年 月

年 月

年 月

（別紙様式第２）

（動物実験責任者又は講座等主任等）

(注1)

E‐mail

年

飼

養

者

学 部 等 名

FAX

(注4) (注3)

氏 名

経験年数及び直近の
教 育 訓 練 受 講 歴 経 験

年 数 実施学部等

受 講 年 月

連 絡 先 内線

職 名 ・ 氏 名 職 名

(注4) (注3)

年
実施学部等

受 講 年 月

連 絡 先 内線 FAX E‐mail

飼

養

者

学 部 等 名

職 名 ・ 氏 名 職 名

経験年数及び直近の
教 育 訓 練 受 講 歴 経 験

年 数

飼 養 保 管 施 設 の 名 称
（ 建 物 名 ・ 室 名 等 ）

(注2) (注3)

実

験

動

物

管

 
理

 
者

学 部 等 名

職 名 ・ 氏 名

連 絡 先 内線 E‐mail

氏 名

FAX

職 名 氏 名

年

受 講 年 月

職 名 ・ 氏 名

経験年数及び直近の
教 育 訓 練 受 講 歴 経 験

年 数

経験年数及び直近の
教 育 訓 練 受 講 歴 経 験

年 数

学 部 等 名

連 絡 先

実 験 動 物 飼 養 保 管 施 設 設 置 申 請 書

群 馬 大 学 長

下 記 の 施 設 を 動 物 実 験 等 の 飼 養 保 管 施 設 と し て 使 用 し た い の で 認 定 を 申 請 し ま す 。

記

学 部 等 名

飼

養

者

（元号） 年 月 日

内線 FAX E‐mail

職 名

実施学部等

申 請 者

(注4) (注3)

年

受 講 年 月

職名・氏名

実施学部等

（元号）

（元号）

（元号）

（元号）

氏 名



□ □

回 ／

臭気，騒音，廃棄物
等による周辺への悪
影響防止策

飼

養

保

管

施

設

の

概

要

空 調 設 備

飼養保管する実験動物種

名 称 規 格

無

そ の 他

温 湿 度 制 御

換 気 回 数

建 物 の 構 造

時間

逸 走 防 止 策

衛 生 設 備

飼 養 保 管 設 備

最大収容数規 格名 称

有

特 記 事 項
（例：化学的危険物質や病
原体等を扱う場合等の設備
構 造 の 有 無 等 ）



実験場所の位置及び施設・設備等配置図

飼

養

保

管

施

設

（

実

験

設

備

・

装

置

等

）

の

配

置

図

飼

養

保

管

施

設

の

位

置

図

別 紙



年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

別 紙

実施学部等

受 講 年 月

年

（元号）

(注4) (注3)

連 絡 先 内線 FAX E‐mail

飼

養

者

学 部 等 名

職 名 ・ 氏 名 職 名 氏 名

経験年数及び直近の
教 育 訓 練 受 講 歴 経 験

年 数

(注4) (注3)

年

飼

養

者

学 部 等 名

実施学部等

受 講 年 月

E‐mail

（元号）

連 絡 先 内線 FAX

職 名 ・ 氏 名 氏 名

受 講 年 月

職 名

経験年数及び直近の
教 育 訓 練 受 講 歴 経 験

年 数

経験年数及び直近の
教 育 訓 練 受 講 歴 経 験

年 数 実施学部等

連 絡 先 内線 FAX E‐mail

職 名 ・ 氏 名

(注4) (注3)

年

飼

養

者

学 部 等 名

氏 名

経験年数及び直近の
教 育 訓 練 受 講 歴 経 験

年 数

職 名 ・ 氏 名 職 名 氏 名

職 名

連 絡 先 内線 FAX E‐mail

受 講 年 月

(注4) (注3)

年

飼

養

者

学 部 等 名

実施学部等

氏 名

経験年数及び直近の
教 育 訓 練 受 講 歴 経 験

年 数 実施学部等

連 絡 先 内線 FAX E‐mail

職 名 ・ 氏 名 職 名

年

受 講 年 月

職 名 ・ 氏 名 職 名 氏 名

年

内線 FAX

(注4) (注3)

飼

養

者

学 部 等 名

実施学部等
(注4) (注3)

受 講 年 月経験年数及び直近の
教 育 訓 練 受 講 歴 経 験

年 数

飼

養

者

学 部 等 名

連 絡 先 E‐mail

（元号）

（元号）

（元号）

（元号）



動物実験等の経験年数を記入すること。また、動物実験等に係る直近の教育訓練受講年月及び実施
学部等を記入すること。（申請時に２年以内の受講歴がなければ申請及び従事できない。）

飼養者が書き切らない場合は，別紙に記入すること。

実験動物管理者は，管理者を補佐し，実験動物に関する知識及び経験を有する者（教員）とする。
実験動物管理者を変更した場合は，
研究推進部研究推進課（Eメール　kenkyu@jimu.gunma-u.ac.jp）に必ず連絡すること。

飼養保管区画（室）ごとに申請すること。

注3

注4

注1

注2

注 意 事 項



殿

（別紙様式第３）

（動物実験責任者又は講座等主任等）

(注2)

特 記 事 項
（例：化学的危険物質や病原
体等を扱う場合等の設備構造
の 有 無 等 ）

名 称

実 験 設 備

及 び 衛 生 設 備

臭気，騒音，廃棄物
等による周辺への悪
影響防止策

学 部 等 名

職名・氏名

記

実験動
物管理
者

学 部 等 名

職 名 ・ 氏 名

実

験

室

の

概

要

実験する実験動物種

㎡

氏 名

規 格

実 験 室 の 名 称
（ 建 物 名 ・ 室 名 等 ）

群 馬 大 学 長

下 記 の 実 験 室 を 動 物 実 験 等 に 使 用 し た い の で 認 定 を 申 請 し ま す 。

実 験 室 の 面 積

逸 走 防 止 策

職 名

(注１)動 物 実 験 室 設 置 申 請 書

（元号） 年 月 日

申 請 者



別 紙

実験室の位置及び施設・設備等配置図

(注4)

実

験

室

の

位

置

図

(注3)

実

験

室

（

実

験

設

備

・

装

置

等

）

の

配

置

図



実験室（実験設備・装置等）の配置図欄に図示すること。

注3

注意事項

実験室内の設備・装置を平面図に図示すること。（室名，設備・装置名も記載すること。）

実験室ごとに申請すること。

実験室の位置及び室名を当該建物平面図に図示すること。建物名も記載すること。

注4

注2

注1



殿

□ □ □ □

□ □ (注2)

報 告 書 の 区 分

終了報告 中止報告

（ 元 号 ） 年 月 日

不実施報告年度経過報告

実験（終了・中止）年月日 （ 元 号 ） 年 月 日

－

成 果
（ 予 定 を 含 む ）

(注3)

結果の概要（終了又は中止若しくは不実施の場合は，その理由等を含む。）

実 験 の 結 果

計画どおり実施 一部変更して実施

承 認 番 号

(注1)
実験動物の処分年月日

（元号） 年 月 日

動物実験責任者

学 部 等 名

職 名 ・ 氏名

特 記 事 項

研 究 課 題 名

（別紙様式第４）

動 物 実 験 結 果 報 告 書

群 馬 大 学 長

国立大学法人群馬大学動物実験安全管理規程第16条第４項及び第５項の規定に基づき，下記のとおり報告します。

記

動



注3

変更届が提出されていること。

注1 終了又は中止した場合は，終了又は中止した年月日及び実験動物の処分年月日を記入すること。

注2

注 意 事 項

得られた業績（例：雑誌論文、図書、工業所有権などについて、著者名、論文標題、雑誌名、巻・号、発行年、
頁、出版社など）を記入すること。必要に応じて別紙に記入すること。



殿

届出者（新動物実験責任者）

－

)

)

（元号） 年 月 日

受 講 年 月 （元号） 年 月

連 絡 先 内線 E‐mail

(注2) 実施学部等
(注3)

FAX

年

経験年数及び直近
の教育訓練受講歴 経 験

年 数

新
動
物
実
験
責
任
者

氏 名

学 部 等 名

学 部 等 名

学部等の所 在地 （〒

職名

連 絡 先 内線

旧
動
物
実
験
責
任
者

E‐mail

学部等の所 在地

FAX

氏 名

職名

記

課 題 名

（〒

：

動 物 実 験 責 任 者 変 更 届 (注1)

下記動物実験等の動物実験責任者を次の理由によ り変更しましたので報告ます。

群 馬 大 学 長

学 部 等 名

（別紙様式第５）

承 認 番 号

職 名 ・ 氏名

変更理由

動



注3

注1 承認された「実験計画申請書」の写しを添付すること。

動物実験責任者は，本学の教員に限る。注2

注 意 事 項

動物実験等の経験年数を記入すること。また，動物実験等に係る直近の教育訓練受講年月及び実施学部等を
記入すること。届出時に２年以内の受講歴がなければ変更できない。



殿

－

年 月 年 年 月 日

年 月 年 年 月 日

年 月 年 年 月 日

年 月 年 年 月 日

年 月 年 年 月 日

年 月 年 年 月 日

年 月 年 年 月 日

年 月 年 年 月 日

年 月 年 年 月 日

年 月 年 年 月 日

（別紙様式第６）

受 講 年 月

直近の教育訓練受講歴(注2)

職名
経験
年数
(注3)

学 部 等 名
追加又は削除
年　　月　　 日

動

物

実

験

実

施

者

等

の

追

加

実施学部等

実施
等の
区分

氏 名

動
物
実
験
実
施
者
等
削
除

群 馬 大 学 長

（元号）　　　年　　　月　　　日

課 題 名

下 記 の 動 物 実 験 計 画 の 動 物 実 験 実 施 者 等 を 変 更 ・ 追 加 し ま し た の で 報 告 し ま す 。

学 部 等 名

職 名 ・ 氏 名

記

届出者（動物実験責任者）

変 更 ・ 追 加 等 の 理 由

動 物 実 験 実 施 者 及 び 飼 養 者 変 更 届 (注1)

承 認 番 号

学内
外の
区分
(注4)

動



注4 学内研究者と学外研究者を分けて記入すること。
学内研究者は学部等名を記入し，学外研究者は所属する大学や研究所とその学部等名を記入すること。

注３

注１

注２

注 意 事 項

動物実験等に係る直近の教育訓練受講年月及び実施学部等を記入すること。届出時に２年以内の受講歴がなければ変更
（追加）できない。

動物実験等の経験年数を記入すること。

承認された「実験計画申請書」の写しを添付すること。



殿

（〒 )

（〒 )

（別紙様式第７）

（元号） 年 月 日

年 月

群 馬 大 学 長

動物実験責任者

認定番号
(注1)

日

下記のとおり動物実験等の施設等を変更しましたので，届け出ます。

：

変
更
前
の
施
設
等

変
更
後
の
施
設
等

(注2) 施設等の認定年月日 （元号）

所 在 地

動 物 実 験 施 設 等 変 更 届

承 認 番 号

学 部 等 名

職 名 ・ 氏名

課 題 名

変更理由

建 物 名 ・ 室 名 等

記

所 在 地

建 物 名 ・ 室 名 等

動



注 意 事 項

変更しようとする施設等の認定を受けていない場合は，必ず実験動物飼養保管施設設置申請書（別紙様式第2）
又は動物実験室設置申請書（別紙様式第3）を提出し，認定を受けること。

変更後の施設等の認定書の写し及び認定を受けた実験設備・装置等の配置図等を添付すること。

注2

注1



殿

年 月 日

年 月 日

□ □有 無

（有の場合の措置）

E‐mail

氏 名

残存飼養保管動物の有無

廃 止 時 に 残 存 し た
飼 養 保 管 動 物 の 措 置
（飼養保管施設の廃止時のみ記
入 ）

廃 止 年 月 日

連 絡 先 内線 FAX

（元号）

設 置 認 定 年 月 日
及 び 認 定 番 号

職 名

実

験

動

物

管

理

者

学 部 等 名

（元号）

下 記 の 施 設 等 を 廃 止 し ま し た の で 報 告 し ま す 。

記

廃 止 す る 施 設 等 の 名 称
（ 建 物 名 ・ 室 名 等 ）

廃 止 後 の 利 用

認 定 番 号

学 部 等 名

職名・氏名

申 請 者

特 記 事 項

職 名 ・ 氏 名

（別紙様式第８）

（動物実験責任者又は講座等主任等）

動 物 実 験 施 設 等 廃 止 届

群 馬 大 学 長

（元号） 年 月 日



殿

（別紙様式第９）

届出者（新実験動物管理者）

旧
実
験
動
物
管
理
者 E‐mail連 絡 先 内線

E‐mail

職名

連 絡 先 内線 FAX

実 験 動 物 管 理 者 変 更 届

群 馬 大 学 長

FAX

施 設 名

学 部 等 名

（ 元 号 ） 年 月 日

記

氏 名

職 名 ・ 氏名

職名学 部 等 名

新
実
験
動
物
管
理
者

氏 名

承 認 番 号

変 更 理 由

施 設 の 実 験 動 物 管 理 者 を 下 記 の と お り 変 更 し ま し た の で 報 告 し ま す 。

学 部 等 名
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